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平成２４年（ワ）第３１９９９号 損害賠償請求事件 

原 告  櫻 井 昌 司 

被 告  国ほか１名 

 

原告第３０準備書面 

 

平成３０年５月２日 

東京地方裁判所民事第２４部合議Ｂ係  御中 

 

           原告訴訟代理人弁護士 谷   萩   陽   一 

 

                  同   松   江   頼   篤 

 

同   井   浦   謙   二 

 

同   青   木   和   子 

 

同   秋   山       環 

 

同   飯   田   美 弥 子 

 

同   上   野       格 

 

同   佐   藤   米   生 

 

同   高   橋   修   一 
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同   塚   越       豊 

 

同   内   藤   眞 理 子 

 

                  同   福   富   美 穂 子 

 

同   藤   岡   拓   郎 

 

同   三   浦   直   子 

 

同   山   本   裕   夫 
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 本準備書面は、弁論の更新にあたり、従前の原告の主張を要約し、裁判所が原告

の主張を理解しやすくすることを目的としたものである。 

第１ 違法な捜査 

 原告及び杉山は、本件強盗殺人について全くの無実であり、有罪方向の証拠は、

捜査官が違法な捜査活動によって、捏造、収集したものである。 

１ 別件逮捕・勾留を利用した本件強盗殺人の取調べ 

警察官は、昭和４２年１０月５日、本件強盗殺人について原告の関与を疑わし

める証拠が何もなかったにもかかわらず、本件に関する原告のアリバイを調べる

目的で別件窃盗事件の逮捕状を請求した。捜査機関がこのような目的を有してい

たことは、本件強盗殺人事件の実質的な捜査責任者であった渡辺忠治が確定２審

で証言しているとおりである。 

さらに、捜査機関は、別件窃盗容疑での勾留請求、勾留延長請求を行い、原告

の身柄拘束を継続し、これを利用して本件強盗等殺人の取調べを行った。 

これは、憲法３３条及び刑事訴訟法１９９条に定める令状主義を潜脱する違法

な身柄拘束であり、国賠法上も違法である（原告第２３準備書面６頁～１０頁）。 

２ 別件起訴後勾留を利用した本件強盗殺人の取調べ・拘置所から留置場への逆

送 

捜査機関は、原告を別件窃盗（逮捕容疑の窃盗とは別の事件）で起訴した後も、

起訴後勾留を利用して、本件強盗殺人の取調べを行った。しかも、一旦は本件強

盗殺人事件を自白した原告が否認に転じると、土浦拘置支所に移監になっていた

原告を再度取手警察署留置場に移監までして取調べを行った。 

別件起訴後の勾留を利用した本件の取調べは、取調受忍義務がないことを告知

せず、事実上受任義務を課した取調べであったから、「任意の取調べ」ではなく、

違法である。拘置所から留置場への移監は、原告を虚偽自白を誘発しやすい状況

に置くものであり、違法である（原告第２３準備書面１２頁～１３頁）。 

３ 違法な方法を用いた原告に対する取調べ 
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捜査機関は、以下のような違法な方法を駆使して取調べを行い、無実の原告か

ら本件強盗殺人の虚偽自白を獲得した（原告第２３準備書面１４頁～２３頁、２

８頁～４２頁）。 

①偽計を用いた取調べ 

②利益誘導的取調べ 

③脅迫・心理的圧迫、犯人であると決めつける取調べ 

④暗示・誘導的な取調べ 

⑤長時間長期間にわたる取調べ 

⑥極刑になるとの脅しを用いた取調べ 

原告や杉山の初期自白は具体性に欠ける空疎なものであったこと、その後の供

述も罪体の重要部分について異常なほど変遷していること、目撃証人らの供述も

変遷が著しいこと、原告、杉山及び目撃証人らの供述は連鎖的に変遷しているこ

とといった事実は、上記のような違法な取調べの存在、およびその程度が著しい

ことを示すものといえる（原告第２準備書面別表１、３、４、５）。 

４ 吉田検事の供述操作 

（１）有元検事による処分保留・釈放 

捜査機関は上述したような違法な捜査により原告の虚偽自白を獲得したが、

以下のような事情から、有元検事は本件について嫌疑不十分と判断し、１１月

１３日、原告及び杉山を処分保留とし、書類上釈放とした。 

①物的証拠は皆無であり、被害品すら特定できていない。 

②直接の犯行を目撃した者がいない。 

③本件犯行に近接した時間帯・場所で原告らを目撃したとする者の供述は内

容があいまいである。 

④原告らの自白は変遷が著しく、共犯者相互間の不一致や客観的状況と矛盾

する点も多い。 

⑤１１月１３日までに、原告及び杉山は本件を否認し、具体的なアリバイを
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供述していた。 

処分保留は、有元検事単独の判断ではなく、上司の決裁を経た検察庁の組織

的判断であり、検察官の個人差による判断の幅を考慮してもなお、この時点で

は原告らを有罪と認めるに足りる証拠はなく、嫌疑不十分であったことは明ら

かである。 

（２）処分保留後の捜査により収集された客観的証拠は本件嫌疑を否定する方向

のもの 

有元検事により、本件強盗殺人について処分保留、釈放とされてからも、捜

査機関による本件に関する捜査は継続した。しかし、この間原告らは否認を続

け、さらにこれらの捜査により収集された証拠は、以下のとおり、いずれも本

件強盗殺人について原告らの嫌疑を否定する方向のものであった。 

①昭和４２年１１月１５日、原告らの自白に沿って盗品とされた財布を捜索

するも、未発見（乙６０７）。 

②同月１６日、現場から発見された毛髪は原告及び杉山のものではないとす

る鑑定結果（乙４９６）。 

③同月２２日、原告が現場から逃走する際触れたとされる便所の桟について

原告の指紋なしとする指紋対照結果（乙４２６）。 

④同月３０日、ガラス戸偽装工作の自白は現場の客観的状況と齟齬すること

が明らかな捜査報告書（乙４２３）。 

⑤同年１２月１日、自白の殺害方法とは異なり、頚部に「絞頚を思考させる

創傷」との記載のある秦医師の鑑定書（乙２３６）。 

⑥同月１４日、事件後のバー「ジュン」の来店時間について、原告の自白と

矛盾する捜査報告書（乙２６１）。 

（３）処分保留後に聴取された目撃供述も当初は本件嫌疑を否定する方向のもの 

同月１８日、栄橋で原告を目撃したことにつき、本件が発生した８月２８日と

は断定できないとするＩの検面調書（乙５３０）。 
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（４）吉田検事の供述操作 

吉田検事は、上記（１）～（３）のような問題点を認識していながら、原告、

杉山を再自白させるとともに、原告らと目撃者らの供述を操作することで、こ

れらの問題点を隠蔽し、なんとか原告を起訴して有罪判決を得ようとしようと

した（原告第２準備書面１８２頁～１８４頁、原告第１３準備書面３頁～１７

頁）。 

   以下、何点か例を挙げる。 

      ア 目撃供述 

吉田検事は、上記４（３）のとおり栄橋で原告を目撃したのは８月２８

日とは断定できないとするＩを強引に誘導し、８月２８日の出来事である

と供述を変えさせた（乙２７５・１２．１７検面）。 

イ 原告及び杉山の自白 

① 格闘・殺害行為 

 原告の１０・２４員面（乙３３４）では、「パンツを回したが回らな

いので、首のところに当てたまま」首を絞めたとなっていたが、吉田検

事は、上記４（２）⑤等を受け、パンツは「使ったのがはっきりしない」

と供述を曖昧にすることで、矛盾が露呈するのを避けようとはかった

（乙３０８・１２・１９検面）。 

 ②物色・強取行為 

 原告は、当初、白い財布を杉山が盗ったと供述し、次いで、実際には

自分が盗ったと供述を変更していたが、吉田検事は、上記４（２）①の

とおり捜索をしても盗品が見つからないとわかるや、白い財布は実は盗

っていないと原告の供述を変えさせた（乙３０８・１２・１９検面）。 

② 偽装工作 

ガラス戸を外したときの位置関係に関する原告及び杉山の供述（乙３

４０・原告１０．２９員面、乙３５７・杉山１０．２９員面）が上記４
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（２）④と矛盾することが判明すると、吉田検事は、原告及び杉山の供

述を連鎖的に変遷させ、矛盾の解消を図った（乙３１２・原告１２．２

２検面、乙３２４・杉山１２・２３検面）。 

ウ アリバイ 

 原告は、当初から８月２８日は光明荘に泊まったのかもしれないとア

リバイを主張していたが、捜査官は裏付け捜査をすることなくこれを否

定した。 

 その後、８月２８日の宿泊先は光明荘であり、バー「ジュン」に行っ

たことが事実だとわかると、捜査官は、来店時間を実際よりもかなり遅

い１１時３０分と供述させることで、アリバイが成立しないようにした。 

 しかし、上記４（２）⑥のとおり、この供述内容ではなおアリバイが

成立する可能性があることが判明すると、吉田検事は、「兄貴のバーへ

行って飲んだのは別の日」と供述を変えさせ、アリバイが成立しないよ

うにした（乙３１０・１２・２１検面）。 

以上は、吉田検事が行った供述操作の一例であり、詳しくは原告第２準備書

面別表１、３、４、５にまとめられている。 

吉田検事は、有元検事が処分保留・釈放とした当時の証拠状況、その後に収

集された証拠状況を正確に評価し、疑問を解明すべき立場にあった。それにも

かかわらず、吉田検事が、警察での取調べを上回る強引な取調べにより、原告

ら被疑者や目撃者らの供述を誘導して歪め、もって有罪の証拠として作り上げ

ていったことには高度の違法性が認められ、国賠法上違法である。 

５ 不十分なアリバイ捜査  

原告及び杉山は、警察官や検察官に対し、具体的なアリバイを供述していた。

被疑者がアリバイを主張した場合、その裏付け捜査を行うことは、警察官、検察

官の職務義務である。本件では、客観的・合理的嫌疑がなかったのであるから、

捜査機関は、より一層アリバイの裏付捜査を行う必要があった。 
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しかし、警察官や検察官は、原告及び杉山を犯人視し、同人らのアリバイ主張

に対して通常行うべき裏付け捜査を怠り、更には、アリバイ主張をつぶすために、

原告、杉山、Ｆ、SAに対して、暗示、誘導、威圧等によって虚偽の供述をさせた。 

このような警察官、検察官の捜査活動は、被疑者の供述について、「被疑者に

有利な供述であると不利な供述であるとを問わず、直ちにその真実性を明らかに

するための捜査を行い、物的証拠、情況証拠、その他必要な証拠資料を収集する

ようにしなければならない」とする犯罪捜査規範１７０条（現１７３条。なお、

同条の趣旨は検察官にもあてはまる。）に違反し、国賠法上違法である（原告第

２３準備書面４２頁～５０頁）。 

第２ 違法な起訴 

１ 一般的な判断基準 

公訴提起が合法であるためには、公訴提起時に検察官が現に収集した証拠資料

及び通常要求される捜査を遂行すれば収集し得た証拠資料を総合勘案して、合理

的な判断過程により有罪と認められる嫌疑が必要である。 

しかし、本件において吉田検事はそのような嫌疑がないにもかかわらず起訴を

したものである（起訴の違法について詳細は原告第２準備書面１８５頁～２１９

頁）。 

２ 起訴時に吉田検事のもとにあった証拠はどのようなものであったか 

（１）処分保留までに収集された証拠 

本書第１、４、（１）で触れたように、有元検事は、昭和４２年１１月１３

日に、嫌疑不十分であるとして原告・杉山ともに処分保留・書類上釈放とした。

この点は本件において起訴の違法性を基礎付ける重要な特徴である。 

その日までに捜査機関に収集されていた証拠は、原告第１９準備書面・表１

－１、１－２のとおりである。有元検事は、上司の決裁を得て、嫌疑不十分に

より処分保留としたものである。したがって、検察官の個人差による判断の幅

を考慮してもなお、この時点では原告らを有罪と認めるに足りる証拠はなく、
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嫌疑不十分であったことは明らかである。 

（２）処分保留後に捜査機関により収集された証拠 

   処分保留後も、捜査機関による捜査は継続した。これらの捜査により収集さ

れた証拠は、原告第１９準備書面表２－１、２－２のとおりであるが、本書第

１、４、（２）～（３）で触れたように、いずれも本件強盗殺人について原告ら

の嫌疑を否定する方向のものであった（「無罪方向の証拠」について原告第２

準備書面１８６頁～１８８頁、原告第５準備書面５６頁～７１頁）。 

（３）吉田検事自ら操作した供述証拠 

   本書第１、４、（４）で述べたとおり、吉田検事は、原告、杉山及び目撃者

らの供述を操作して矛盾の解消をはかろうとした。 

３ 吉田検事による本件起訴に合理的根拠はない 

（１）処分保留時に比べて嫌疑は深まっていない 

   一旦は検察庁の組織的判断として嫌疑不十分とされている以上、その後の捜

査で嫌疑を深める証拠が得られない限り、合理的な判断過程により有罪と認め

られるだけの嫌疑が深まったとはいえないはずである。 

ところが、処分保留後の捜査によって得られた証拠は、むしろ嫌疑を否定す

るものであった。 

また、吉田検事が供述を操作した証拠は、その内容だけをみれば有罪方向の

ものであったとしても、そうした供述者の初期供述と総合勘案してみれば、む

しろ不自然な変遷をしているものであり、信用性は認められないものである。 

したがって、処分保留時に比べて嫌疑は深まっていない。にもかかわらず起

訴をした吉田検事の判断は到底合理的なものとはいえない。 

（２）被告国の主張は誤りである 

   被告国は、吉田検事が自ら捜査した結果原告らの有罪を基礎付ける証拠資料

が得られたと判断したのであり、処分保留時とは証拠関係が大きく異なってい

たから、吉田検事の本件起訴に合理性があると主張する（被告国第３準備書面
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１１頁等）。 

   しかし、I ら５名の目撃証言も、初期供述を含めて検討すれば信用性が認め

られるものではない。このことは第２次再審における地裁の再審開始決定、高

裁の抗告審決定、再審無罪判決を通して明らかにされている（原告第２０準備

書面１２頁～１３頁）。 

   また、原告らの自白にしても、吉田検事は１０．１７原告録音テープや文書

提出命令が確定した１０月３０日前後の杉山テープも判断資料とできたので

あるから、これらを合わせて検討すれば、原告らの自白に任意性、信用性のな

いことは容易に判断できた（原告第２０準備書面１４頁～１５頁）。 

（３）アリバイ捜査の不十分 

   検察官は、公訴提起にあたり、原告のアリバイについても、通常要求される

程度の捜査を尽くせば、そもそも原告が犯行現場に行っていないことを裏付け

る証拠資料を収集し得た。吉田検事はそうした捜査を怠ったまま起訴したもの

であるから、吉田検事の起訴には合理性がない（原告第２準備書面２１０頁～

２１９頁、原告第５準備書面２４～５６頁） 

（４）吉田検事の責任は重い 

   以上のとおり、起訴時に吉田検事の手もとにあった証拠は、客観的にみても、

合理的な判断過程により有罪と認められる嫌疑を裏付けるに足りるものでは

なかった。 

 しかも、吉田検事は有罪判決を得るために障害となりうる証拠の矛盾点を解

消すべく、自ら供述の操作まで実行して起訴に持ち込んだものである。のみな

らず、吉田検事は、その時点で最も重要な目撃証人となりえたＩについて、単

に石段での目撃を８月２８日と供述を変更させるにとどまらず、一貫して８月

２８日と述べていた旨、故意に虚偽の供述を録取して公判に備えていたことが

明らかになっており、その責任は重い。 

第３ 違法な公判活動 
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 検察官は、違法な公訴提起を行った上に、公判活動においても違法行為を積み重

ねた。公判手続中において検察官が無罪方向の証拠を開示せず、のみならず警察官

に偽証をさせ、自ら虚偽答弁をしてまでも証拠を隠し通したことが確定審の判断を

誤らせた最大の原因であると言っても過言ではない。 

１ 偽証 

（１）原告１０．１７録音テープ 

早瀬、深沢は、公判廷において、原告の取調べを録音したテープは１１．２

テープ１本のみと繰り返し証言した。しかし、再審請求審において検察官より

原告の１０．１７テープが提出され、前記証言が偽証であったことが明らかに

なった。被告国、被告茨城県は、前記証言は単なる「失念」と強弁するが、失

念などあり得ないこと、また、検察官も「偽証」を承知していたこと、そして、

なにより、１０．１７テープが確定審当時に開示されていれば、１１．２テー

プを一つの根拠として自白の任意性を認めていた裁判所の判断が大きく異な

っていたことは明らかである（原告第２１準備書面６頁～９頁、原告第２６準

備書面図表２）。 

（２）杉山１０．３０録音テープ 

森井は、公判廷において、杉山の取調べを録音したテープは１１．３テープ

１本のみと証言した。被告国、被告茨城県は、そもそも１１．３テープ以外の

テープの存在を否認するが、森井自身が作成した１１．２員面に「この前録音

テープを使って調べられたときにも…」との記載があるのであって、１１．３

以前のテープが存在すること、森井が偽証をしていること、１１．２員面を確

認している検察官も「偽証」を承知していたことは明らかである。この点、本

件の文書提出命令においても、１１．３以前のテープの存在を前提とした提出

命令が発令されているところである（文書提出命令によっても未だ提出されて

いないことの効果等については、原告第２７準備書面）。そして、このテープ

が提出されていれば確定審の判断が異なった可能性が大きいことは、原告のテ
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ープと同様である（原告第２１準備書面９頁～１１頁、原告第２６準備書面図

表２）。 

２ 虚偽答弁 

  確定１審において、検察官は、目撃証人について、供述調書を開示することな

く、いきなり証人尋問を請求した。この手法からは、目撃証人の初期供述を含む

供述調書を裁判所の目に触れさせたくないという検察官の意図が透けて見える

が、確定２審において、目撃証人らにかかる供述調書の開示請求を受けた検察官

は、あろうことか「虚偽の答弁」をして開示を拒否し、裁判所の証拠開示命令発

令を免れた。 

（１）Ｗ捜査報告書 

   目撃証言の中にあって、公判開始後、最も重視され、確定審の有罪判決を支

える大きな柱となったのが被害者宅前路上で原告らを見たとするＷ証言であ

る。弁護人からのＷに関する供述調書や捜査記録の証拠開示要請に対し、検察

官は「同人の証言、開示済み検調、員調などと同旨であるから開示の必要性な

し」と答弁して開示を拒否した。しかし、再審請求審において開示されたＷの

捜査報告書３通から、「いずれも～同旨」とした検察官の答弁が虚偽であった

ことが明らかになった。これら捜査報告書が開示されていれば、Ｗの目撃証言

全体の信用性が否定されていたことは明らかであり、検察官の虚偽答弁が裁判

所の判断を誤らせたものと言える（原告第２１準備書面１３頁～１５頁、原告

第２６準備書面図表５）。 

（２）Ｉ初期供述 

検察官は、目撃証人Ｉが原告を栄橋石段で目撃した日にちを８月２８日と断

定したと読める検面を刑訴法３２１条１項２号書面として提出し、弁護人から、

Ｉの未提出、未開示の供述証拠等の開示を要請されると、開示済みのものと「同

旨」のためとの理由で開示を拒否した。しかし、再審請求審において開示され

たＩの初期供述（員面、検面）や捜査報告書により、Ｉが当初は目撃日につき
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「断定できない」と供述していたことが明らかになったのである。したがって

開示済みのものと「同旨」とした検察官の答弁は明らかに「虚偽」である。そ

して、２号書面として提出された検面に依拠してＩの目撃日を８月２８日と認

定していた確定審判決は、初期供述や捜査報告書が開示されていれば、異なっ

た認定をしていたと考えられる（原告第２１準備書面１６頁～１８頁、原告第

２６準備書面図表４）。 

（３）Ｋ初期供述 

   検察官は、目撃者Ｋが原告らの目撃日を８月２８日と断定している検面を２

号書面として提出し、弁護人から、Ｋの未提出、未開時の供述証拠等の開示を

要請されると、開示済みのものと「同旨」のためとの理由で開示を拒否した。

しかし、再審請求審において開示されたＫの初期供述（員面）により、Ｋが当

初は杉山と会ったのは９月初旬と述べており、栄橋の一件には、吉田検事の１

２．２７検察官調書に至るまで言及すらしていなかったことが明らかになった

のである。したがって開示済みのものと「同旨」とした検察官の答弁は「虚偽」

である。そして、２号書面として提出された検面に依拠してＫの目撃日を８月

２８日と認定していた確定審判決も、前記員面が開示されていれば、異なった

認定をしていたと考えられる（原告第２１準備書面１８頁～１９頁、原告第２

６準備書面図表４）。 

（４）OT初期供述 

   公判廷に提出された OTの１１．８検面では、OTは原告らによく似た特徴の

２人組を目撃したとされていた。公判廷において弁護人から OT に関する証拠

の開示要請を受けた検察官は、これも開示済みのものと「同旨」のためとの理

由で開示を拒否したが、再審請求審において開示された調書、捜査報告書では、

事件発覚直後、OT は目撃した２人連れについて原告らとは異なる特徴を挙げ

ていたことが判明した。したがって検察官の答弁は「虚偽」であるし、有罪を

支える重要な証拠とされた OT の目撃証言の信用性に影響を与える初期供述等
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の証拠が開示されていれば、裁判所は異なった認定をしていたと考えられる

（原告第２１準備書面１９頁～２１頁、原告第２６準備書面図表５）。 

（５）OMその他の目撃証言    

   弁護人から「その余の目撃参考人に対する供述調書、捜査報告書」の開示要

請を受けた検察官は、「証人として原審・当審で取調べられたことがなく」「本

件と関連性、必要性も薄く、証拠価値も低い」として開示を拒否した。しかし、

Ｗ証人よりよい識別条件のもと、被害者宅前で不審者を目撃した、そしてそれ

は杉山ではなかったという OM 供述の存在が後に明らかになっており、これが

本件と関連性、必要性が薄いなどということがあり得ないことは明らかである。

したがって、検察官の前記答弁は「虚偽」である。そして、OMの初期供述が開

示されなかったことが、原審の裁判所の判断を誤らせた要因の一つであること

も明らかである（原告第２１準備書面２１頁～２２頁）。 

３ 証拠のすり替え 

  検察官は、弁護人からポリグラフ関連証拠の開示請求をされたのに対し、当初

は「必要性なし」として開示を拒否していたが、その後、ポリグラフ検査実施か

ら４年も経過した後に作成された鑑定書を提出した。同鑑定書は原告の犯人性に

つき「黒に近い灰色」を印象づける内容であった。しかし、再審請求審段階にお

いて学者によって検証された結果（越智意見書）によれば、ポリグラフ検査結果

は、早瀬の偽計を裏付け、自白の任意性判断に影響を及ぼす重要な証拠であった

と言え、検察官は、これを隠蔽するためにポリグラフ検査簿、記録紙、捜査報告

書などの原紙ではなく、これらとすり替えるように、紛い物とでも言うべき鑑定

書を提出したものと考えられる（原告第２１準備書面２２頁～２４頁） 

４ 検察官手持ち証拠の提出・開示義務 

  検察官は公益の代表者である。検察官が公益の代表者として負うべき法廷にお

ける真実義務を怠り、公訴事実と矛盾する証拠を持ちながらこれを法廷に提出せ

ず、そのことによって裁判所の誤った判断を導いたとすれば、検察官には公訴遂
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行上の義務違反があったというべきであって、国賠法上の違法があったと認めら

れるべきである。本件においては、検察官は、公訴事実と矛盾する証拠を持ちな

がらこれを法廷に提出しなかったどころか、捜査官に「偽証」をさせ、自ら「虚

偽答弁」を行ってまで、それらの証拠を裁判所の目に触れさせないようにしたと

いうことであって、違法行為の態様も非常に悪質であると言わざるを得ない（原

告第２１準備書面３頁～６頁、原告第２５準備書面）。 

 

第４ 別紙図について 

以上の主張の総体としての理解に資するため、別紙図１及び２を提出し、こ

れにより被告らの違法行為を概観することとする。 

１ 「被告らの４４年にわたる不法行為」（別紙図１）について 

（１）別紙図１「被告らの４４年にわたる不法行為」は、捜査、公訴提起、公判

及び再審請求を経て再審無罪判決に至る経過を横軸に、上段から順に、「そ

れぞれの手続が原告及び杉山に強いた法的地位」「身体拘束の状況」及び「取

調べの状況の概略」を表記したうえで、 

  ①違法な捜査によって供述証拠が歪められ、有罪の証拠として作り上げられ

ていったこと、 

  ②その都合良く作り上げられた供述証拠を基礎に、違法な公訴提起がなされ

たこと、 

  ③そして公判においても、無罪方向の証拠を隠蔽し、都合良く作り上げられ

た供述証拠だけを有罪の証拠として提出し、原告らを有罪判決に追い込ん

でいったこと、 

  ④そしてこれらの違法行為の積み重ねの結果として、原告らに４４年にわた

り被疑者・被告人そして無期懲役囚の立場を強い続けたこと 

 を図示するものである。 

（２）このうち、捜査、公訴提起及び公判活動を通じて吉田検事の果たした役割
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は特段に重要である。この点はさらに別紙図２に関連して述べる。 

 さらに、別紙図１の「再審を争う」の箇所に示したとおり、再審における

証拠開示によって再審開始決定を経て再審無罪判決に至ったことを見れば、

被告らが別紙図１下段のように、捜査段階で数多く収集された無罪方向の証

拠を公判に提出せず眠らせてしまい、公判で原告らや弁護人の開示要求にも

偽証や虚偽答弁によりことさら開示を拒み、裁判による真実究明を妨げたこ

との責任は重い。まして、確定審の上告審決定が、目撃証言に有罪認定のう

えで重要な役割を与え、録音テープを自白の任意性の根拠としたことを思え

ば、被告らの責任はより一層重大というべきである。 

 ２ 「吉田検事の果たした役割」（別紙図２）について 

 （１）別紙図２「吉田検事の果たした役割」は、上記の経過の中で吉田検事が果

たした役割に焦点を当てるもので、「警察段階の証拠状況」「処分保留後の証

拠状況」（図中央の水色部分）、「有元検事から吉田検事に交替する段階での

問題点」「吉田検事の下での供述証拠の操作の状況」（図右寄りの黄色部分）、

そして「公判初期における吉田検事の活動」を横軸に、捜査と公判を通じて

問題とされた、物的証拠の不存在、犯行に至る経緯、犯行状況及び犯行後の

行為（アリバイを含む）に関する供述証拠の信用性等の各論点について、証

拠の状況とその推移を図示し、下段においてそれぞれの段階の特徴を示した

ものである。 

（２）このように警察段階の証拠状況から原告らの起訴が出来ない状況にあった

うえ、処分保留後も原告らの否認や多数の無罪方向の証拠の収集により起訴

は一層困難になったにもかかわらず、吉田検事は、これらの証拠状況を無視

し、それどころか供述の改ざん、捏造といって過言でないほど強引に供述証

拠を操作して有罪の証拠を作り上げ、そしてこれらの作り上げた供述証拠を

根拠に違法な公訴提起を行い、しかも公判の初期において証拠隠しの方針を

確立したものであって（高裁段階での虚偽答弁もこの延長線上にあるという
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べきである）、その責任は重大である。 

（３）さらに、警察の捜査段階の証拠状況について、再審の各裁判も多くの箇所

でたやすく信用できないとしており、また処分保留後、起訴は一層困難な証

拠状況があったにもかかわらず、吉田検事が供述証拠の矛盾を覆い隠し、さ

らにこれを操作したことについても、再審の各裁判は厳しい批判をしている

ところである。その指摘を図中に青字で表示したが、これらの指摘によれば、

本件起訴目前の証拠の全体を裁判所が点検できていれば、それらがおよそ、

公判を維持するに足りるものでなかったことが一目瞭然である。 

（４）捜査、公訴提起及び公判を通じて、本件有罪判決の骨格を形成していった

吉田検事の責任は極めて重大である。 

以上 

 

 

 


